交野市　条例適用申請に対する処分個票
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担当部署:　教育委員会 生涯学習推進部 社会教育課　
	処分の概要
	施設の使用の許可

	例規名
根拠条項
	交野市立学校施設使用条例　第4条第1項

	例規番号
	昭和40年条例第8号

	【根拠条文】
(使用許可)
第4条　施設を使用しようとする者は、当該施設の校長を経由の上教育委員会に申請書を提出して許可を受けなければならない。
2　校長は前項の書類の経由を受けたときは、当該施設の使用許可に関し必要な意見を付さなければならない。

【基準】
第5条及び交野市立学校施設使用条例施行規則第2条の規定による。
(使用制限)
第5条　次の各号の一に該当するときは、施設の使用を許可しない。
(1)　教育及び公益公安を害するおそれがあるとき。
(2)　建物又はその附属物を損するおそれがあるとき。
(3)　管理上支障があると認めるとき。
(4)　その他教育委員会が不適当と認めるとき。
(貸出し基準)
第2条　教育委員会(以下「委員会」という。)は、使用目的が次の各号の一に該当すると認めるときは、学校施設の使用を認めることができる。ただし、営利行為を伴うものは、この限りでない。
(1)　公共団体において、公用又は公共用に供するため特に必要と認められるとき。
(2)　災害、その他緊急やむを得ない事態の発生により、応急施設の用に短期間使用するとき。
(3)　法律又は法律に基づく命令の規定に基づいて使用するとき。
(4)　水道事業、電気事業その他公益事業の用に使用するとき。
(5)　公の学術調査、研究、その他公共目的のための講演会、研究会等の用に短時間使用するとき。
(6)　行政区(自治会を含む。)が、区民を対象に自治振興、防災、防犯、青少年健全育成等の振興の用に短時間使用するとき。
(7)　市内に在住し、若しくは在勤する者を対象に無償(資料費程度の徴収を含む。)で社会教育、生涯スポーツ、学校教育、などの振興の用に短時間使用するとき。
(8)　市内に在住し、若しくは在勤する者で10人以上の団体を構成し、かつ、当該団体の責任者として成人が含まれる団体で、自らの生涯スポーツ活動の用に短時間使用するとき。
(9)　その他、前各号に準じ、特に教育長が必要と認めるとき。



	標準処理期間
	1日～10日申請　　翌月1日～10日許可

	備考
	

	
【共通担当部署】　
　教育委員会 学校教育部 まなび舎整備課


	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	令和3年11月25日
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